
様式第 2号

事業計画書 (提案の概要)

募集施設の名称 湖北福祉ステーション (湖北デイサービスセンター )

申
請
者

所在地 長浜市湖北町速水 2745番 地
団体名 社会福祉法人 長浜市社会福祉協議会
代表者氏名 会長 冨 永  喜 久 男

1 管理運営についての基本方針等 【審査基準 :条例第 4条第 1号及 2号】

2 組織体制 H職員配置等 【審査基準 :条例第 4条第 4号】

3 利用促進等 【審査基準 条例第4条第1号及び第2号】

(1)施設の管理運営に

ついての基本方針

・高齢者福祉、地域福祉の推進
。通所介護における専門職による機能訓練の充実
。居宅介護支援事業における質の高いサービスの提供
・地域包括ケアシステムの構築

(2)指定管理者を希望

する理由・目的

・地域福祉の推進

(3)施設の課題とその

対応

・施設老朽化

(1)管理運営の組織体

常J

事業計画書のとおり(2)管理運営に係る職

員配置及び今後の採

用計画

(3)人材育成の考え方

や職員の研修計画等

。人事制度整備、充実
。年間研修の実施

(1)施設の利用促進に

向けた具体的な取組

(施設の特色を活か

した自主事業の展開

を含む。)及び達成
目標

。重度対応型デイサービスの位置づけ
。運動器機能訓練の維持・向上
。地域包括支援センター、居宅介護支援事業所等への空き情報提供
。医療機関、福祉機関とのネットワーク構築
。サービス内容の充実

(2)地域・関係機関・

ボランティア等との

連携についての考え

方や方策

。地域、関係機関、ボランティア等の受け入れ強化
・地域、関係機関、ボランティア等への職員派遣

(3)施設のPRや情報
提供など広報活動に

ついての効果的な取

組

。本会広報誌 (年 4回全戸配布)、 ホームページによる事業案内
。介護事業所広報紙 (毎月発行、利用者、関係機関配布 )
。介護事業所宣伝資材作成
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(1)利用者等からの二

―ズの把握方法

。利用者アンケートの実施
・地域福祉団体への意見聴取
・本会事業所間でのlE墾共有

(2)利用者等からの苦

情等に対する対応

・事業所での苦情相談窓日設置
。本会における苦

(3)その他サービスの

質を維持・向上する

ための取組

。公正な運営
・職員の資質向上

4 サービス向上等 【審査基準 条例第4条第1号及び第2号】

5 施設の管理運営等 【審査基準 : 条例第4条第 3号及び第 4号】

6 その他 【審査基準 条例第4条第 4号】

7 自由提案 【審査基準 条例第4条第2号及び第5号】

※提案の概要は、次買からの事業計画書に基づきA4版片面4枚以内で作成してください。
※審査基準にて示す条例は、「長浜市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例」のことです。
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(1)施設の管理運営に

おける経費節減のた

めの取組

・省エネ
・コスト意識

(2)利用料金の設定及

び設定根拠

。「長浜市福祉ステーション条例」の遵守

(3)維持管理業務 (清

掃 。保守点検・警備

等)の内容、方法、
頻度、今後の修繕計

画等

・法定点検の実施
。仕様に定める保守、点検業務の実施

(1)利用者の個人情報

を保護するための取

組

・「長浜市個人情報保護条例」の遵守
。「社会福祉法人長浜市社会福祉協議会個人情報保護規程」の遵守

(2)施設の管理運営に

おける環境に配慮し

た取組

。購入する備品、消耗品の環境への配慮
・ゴミ分別、消費電力削減への取り組み

(3)防災、防犯その他

緊急時 (災害・事故

等)の対応及び危機
管理体制

。消防計画の策定
。災害対応マニュアルの整備
・事故対応に係る各種マニュアルの整備

(4)同様・類似の業務

の実績等

事業計画のとおり

その他施設の管理運営

業務を効果的・効率的

に推進していくために

提案したいこと、貴国

体の独自性やアピール

したいこと

・社会福祉法人 長浜市社会福祉協議会とは
・社協のデイサービス
。こほく健康づくり広場



事業計画書

管理運営についての基本方針等 【審査基準 :条例第4条第 1号及び第 2号】1

(1)施設の管理運営についての基本方針を提示してください。

本会は、団体概要 (様式第 5号)でも述べているとおり地域福社の推進を目指す組織
です。事業運営にあたっては、地域の生活課題に目を向け、介護保険事業などの制度上
のサービスと本会の有する独自のサービスやボランティアをはじめとする地域とのネ
ットワークを活用することで、利用者はもとより、地域の人々が望む住み!賢れた家で安
心・安全に暮らすことができるように支援することを基本方針としています。

介護が必要となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けられる地域包括ケ
アシステムを構築するためには、介護や医療サービスと住民を主体とした福祉活動の
連携充実が必要となります。

本会では、住民福祉活動の推進を大きな事業の柱としており、湖北福祉ステーション
で、介護事業とともに地域福社の窓口職員を配置し、地域と介護の連携の拠〕点として活
用を図っていきます。
特に本施設は、多機能室をはじめ地域開放のスペースが大きいという特徴があり、こ
のような施設特性を有効に活用し事業推進を図っていきます。

通所介護事業における湖北圏域を取 り巻く周辺地域は、民間事業所の参入が多い地
域です。しかし、特浴 (機械浴)設備等を有する重度介護に対応できる施設は限られて
います。

湖北福祉ステーションは特浴 (機械浴)設備を有する施設であり、重度要介護者の受
け入れを今後も重点において運営を行 うとともに、認知症高齢者が地域で自分らしい
生活が送れるよう、認知症研修を充実させ、積極的な受け入れを行います。
また、トレーニングマシーンの設置により、理学療法士等、専門職の視点から利用者
の生活機能の維持向上を更に高める運動器向上に取り組みを行い、幅広い事業展開を
行います。

居宅介護支援事業は、高齢者が住み慣れた地域で暮らしていくため、事業対象者・要
支援。要介護認定を受けた方のプランを作成し、関係各所との連携強化を図り利用者が
自立した在宅生活を送られることを目的に事業運営を行っています。
本会におきましては、これまで市内 5ヵ所にて居宅介護支援事業の運営をしており
ましたが、そのうちの 4ヵ 所を平成 30年 9月 に長浜市の地理的中心地域である湖北圏
域にある当施設に統合し、事業の効率化及び主任ケアマネジャーや経験のあるケマネ
ジャーが新人ケアマネジャーに指導や教育をできる体制を整え、専門職としての全体
の技術・知識向上に努めています。また、事業所には様々な資格を有する専門職がお
り、医療、福祉の面から様々な知識を活かしたケアプランを作成していきます。

この施設で介護事業とともにこれまで培ってきた福祉の会 (地区社会福祉協議会)
や、民生委員児童委員協議会、多くのボラン>ィ ア団体等の地域住民とのつながりのも
と、地域包括ケアシステムを構築していくことが本会の大きな目的であり、また長浜市
の施設を任される者の責務と考え、管理運営を行ないます。
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(2)指定管理者を希望する理由・目的を提示してください。

地域福社の推進は、地域のさまざまな生活課題に姑し、各種制度や地域住民の取り

組みの中で解決できる仕組みを構築していくことです。特に社会情勢が目まぐるしく

変化していく中で、地域の生活課題をしっかり捉えることが重要となります。

また、地域の高齢化が進む本市において、介護事業の展開は、事業を通じて地域の

生活課題を捉えるための、大きなツールの一つと位置づけています。このような役割

から介護サービス利用者への質の高いサービス提供のみでなく、市内の各地域で介護

事業を展開することで、地域とのつながりを強め、地域福祉推進の展開につなげてい

く必要があり、湖北福祉ステーションを重要な事業拠点と考えています。

(9)施設の課題とその対応について提示してください。

湖北福祉ステーシコンは、「湖北福祉ステーション (湖北デイサービスセンター)管

理運営業務仕様書」2 施設の概要  (6)開設年度にありますように、開設より22
年経過しています。それによる施設の老朽化が進んでいるところもあると考えます。そ

のため、施設使用時に出てくる異常なサインを見逃さず改善にあたることが必要です。

具体的には建物の目視による点検はもとより、施設維持に不可欠な電気・水道・ガスな

どの使用量を過去の同月使用量と比較するなど日ごろからのチェックを行います。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙 (A4版)を作成してくださいc
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2 組織体制 H職員配置等 【審査基準 :条例第4条第4号】
(1)管理運営の組織体制を提示してください。

管理体制については、胡北福祉ステーションの所管としてセンター長を配置し、事

業・施設の管理を行つています。また、センター長は主に現場での業務管理を行い、

それぞれの事業の運営方針や個別の事業における専F弓性を要する対応等の管理につい

ては、総務課、地域福祉課、介護事業課、伊香の里においてグループ制を設け管理体

制を構築しています。

また、管理運営にあたっては専門職の確保が重要です。しかしながら、人材確保に

関しては、ハローワークや求人広告、ホームページ等の多様な媒体で広く募集を行い

人材の確保に努めていますが、特に看護師、介護支援専門員の確保は本会においても

苦慮しているのが実情です。

介護事業の実施については、看護師等有資格者が確保できないと人員基準を満たせ

ないところであり、多くの事業所の課題となっています。

在宅介護の介護事業所は規模が小さいため、一人の専門職の退職が、その事業所の

サービスに大きく影響を与えかねない実情があります。

本会は、市内で10カ所の通所介護事業所の他、訪問介護事業所、居宅介護事支援事

業所等多くの事業を展開していますので、有資格者の急な退職等の不測の事態につい

ても、他の事業所との調整により安定したサービス提供が可能です。

さらに、サービス向上のため、歯科衛生士、理学療法士等の専門職の確保も適宜進

めています。 1事業で 1名必要とまでならない職種などは、複数事業所を有すること
で常勤職員の採用を可能とし、多様な専門職の確保を目指しサービス向上につなげて

いきたいと考えています。

こうしたスケールメノントを生かした対応により、継続的に質の高い安定したサー

ビス提供を続けることを目指し体常1整備を図ります。

0組織体制図

監事

事務局

会長 (1名 )

副会長 (2名 )

理事 (12名 )

理事 (15名 )

評議員(19名 )
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総務課

地域福祉推進事業

(9カ所)

事務局 地域福祉課

相談支援事業

(2カ所)

ボランティアセンター事業

地域包括支援センター事業 地域包指支援センター (3カ所)

居宅介護支援事業

介護事業課 訪問介護・入浴介護事業
(5カ所)

通所介護事業等
通所介護事業所 (湖北福祉ステーション他9カ所)

介護予防事業 介護予防事業の企画運営

特別養護老人ホーム事業 特元1養護老人ホーム伊香の里 50床

伊香の里 短期入所事業 ショートステイ伊香の里 20床

軽費老人ホーム事業 ケアハウス伊香の里

・権利擁護センター(2カ所)

テーション他1カ所 )

地域センター (9カ所)
福祉ステーション(2カ所)

●湖北福祉ステーション

曰

・ほの ス セ 所 )

地域窓口担当職員
常勤職員
1名

所長
常勤載員
6名

センター長

非常勤職員
13名

所長
常勤職員
15名

の の ンター長浜
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役職 担当業務内容 資格 H能力等 雇用形態 勤務形態

所長
デイ事業管理全般

相談業務

介護業務

社会福祉主事

介護福祉士

甲種防火管理者

実務経験 19年

常勤
変則勤務

週38 75時間

生活相談員 相談業務

社会福祉主事

介護福祉士

実務経験 4年

常勤
変則勤務

週38,75時 間

看護師
看護業務

機能訓練指導業務

看護師

実務経験 7年
常勤

通常勤務

週38.75時間

介護職員 介護業務
社会福祉主事

実務経験 2年
常勤

変貝1勤務

週38,75時間

介護職員 介護業務
介護福祉士

実務経験 9年
常勤

変貝1勤務

週 38,75時間

介護職員 介護業務

社会福祉士

介護支援専門員

実務経験 4ヶ月

常勤
変則勤務

週38 75時間

作業療法士
個別機能訓練計画作成

機能訓練指導介護業務

作業療法士

実務経験 7年
常勤 5.0時間/週

看護師

看護業務

機能訓練指導業務

介護業務

看護師

介護支援専門員

実務経験 7年

非常勤 30時間/週

看護師

看護業務

機能訓練指導業務

介護業務

看護師

介護支援専門員

実務経験 6年

非常勤 20時間/週

(2)管理運営に係る職員配置及び今後の採用計画を提示してください。

【福祉ステーション】

【デイサービスセンター】

役職 担当業務内容 資格・能力等 雇用形態 勤務形態

センター長
施設全般管理業務

労務管理

安全運転管理者

甲種防火管理者

危険物取扱 (丙種)

ボイラー 2級

実務経験 5年

常勤

(兼務)

通常勤務

8:30-17:15

事務職員
施設全般管理業務

一般事務
実務経験 4ケ月 常勤

通常勤務

8:30-17115
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歯科衛生士 口腔ケア指導業務
歯科衛生士

実務経験 13年
非常勤 4.0時間/週

介護員 介護業務
ヘルパー 2級

実務経験 16年
非常勤 30時間/週

介護員 介護業務
介護福祉士

実務経験 11年
非常勤 20時間/週

介護員 介護業務
介護福祉士

実務経験 9年
非常勃

介護員 介護業務
介護福祉士

実務経験 6年
非常勤

30時間/週

30時間/週

介護員 介護業務
初任者研修修了

実務経験 3ケ月
非常勤 9.5時間夕/週

運転手 運転業務 (委託)
普通自動車免許

実務経験
非常勤 18時間/週

運転手 運転業務 (委託)
普通自動車免許

実務経験
非常勤 18時間/週

運転手 運転業務 (委託)
普通自動車免許

実務経験
非常勤 9時間/週

運転手 運転業務
普通自動車免許

実務経験
非常勤 9時間/週

役職 担当業務内容 資格 H能力等 雇用形態 勤務形態

所長 管理者業務

主任ケアマネジャー

介護福祉十

防火管理者

実務経験 10年

常勤
通常勤務

8:30-17:15

副所長 ケアマネ業務全般

介護支援専P]員

介護福祉士

普i霞運転免許 身種

危険物取扱乙種 4

実務経験 2年

常勤

通常勤務

3:30-17:15

副所長 クアマネ業務全般

主任介護支援専門員

介護福祉士

実務経験 15年

常勤

育休中

通常勤務

8:30-17,15

副主幹 ケアマネ業務全般
介護支援専門員

保健師
常勤

通常勤務

8:30-17:15

【居宅介護支援事業】
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看護師

社会福祉士

労働衛生管理者

実務経験 5年

副主幹 ケアマネ業務全般

介護支援専門員

社会福祉士

防火管理者

実務経験 5年

常勤

通常勤務

8:30-17:15

介護支援専

門員
ケアマネ業務全般

主任介護支援専門員

介護福祉士

社会福祉主事

実務経験 11年

常勤
通常勤務

8:30-17:15

介護支援専

門員
ケアマネ業務全般

主任介護支援専門員

介護福祉士

実務経験 11年

常勤

通常勤務

8:30-17:15

介護支援専

門員
ケアマネ業務全般

介護支援専門員

歯科衛生士

社会福祉士

実務経験 14年

常勤

通常勤務

8:30-17:15

介護支援専

門員
ケアマネ業務全般

介護支援専門員

精神保健福祉士

幼稚園教諭

初等教育第 2種

実務経験 11年

常勤

通常勤務

8:30-17:15

介護支援専

門員
ケアマネ業務全般

介護支援専門員

介護福祉士

実務経験 4年

常勤

通常勤務

8:30-17:15

介護支援専

門員
ケアマネ業務全般

介護支援専門員

介護福祉士

実務経験 1年

常勤
通常勤務

8:30-17:15

介護支援専

門員

ケアマネ業務全般

介護支援専門員

看護師

福社住宅環境コーデ

ィネーター2級

実務経験 11ケ月

常勤

通常勤務

8:30-17:15

介護支援専 ケアマネ業務全般 介護支援専門員 常勤 通常勤務
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F弓娠ミ 介護福祉士

危険物取扱乙4種

実務経験 8ケ月

8:30-17:15

介護支援専

門員

ケアマネ業務全般
介護支援専門員

看護師

実務経験 5ケ月

常勤
通常勤務

8:30-17115

介護支援専

門員

ケアマネ業務全般

介護支援専門員

社会福和士主事

介護予防指導士

食品衛生管理者

甲種防大管理者

実務経験 9年

常勤
通常勤務

8:30-17:15

(職員の採用計画)

新規事業の増設や定年等の退職に伴う新規採用は、組織全体のバランスと有資格者

等の定数管理の中で実施していきます。

また、有資格者の急な退職等の不測の事態が発生した場合、 (1)管理運営のところで

も提示していますが、ハローフークゃ求人広告、ホームページ等の多様な媒体で、早急

に人材確保に努めますが、本会のスケールメジットをいかし、他の事業所との調整によ

リー時的に対応し、安定したサービスを提供します。

(3)人材育成の考え方や職員の研修計画等を提示してください。

地域福祉事業、介護事業は職員の質に大きく左右されますので、人材育成は本会の経

営において大きな柱と位置付けています。平成 25年度より人事制度の改定狩行い、評
価制度の導入や等級制度の再構築をいたしました。人事制度の整備の中で、適材適所の

人事配置、職員の育成指導に力を入れています。また、本会は多くの事業所を展開して

いますので、人事異動等を通じ、職員の視野を広げるなど、職員のレベルアップを・図

り、より質の高いサービス提供を目指します。さらに、次の世代を担う職員育成の観点

から、正規職員への登用制度を設けるなど体制整備を図っていきます。

職員研修にも力を入れ、研修計画、採用時研修プログラムを定め、人材育成に努めて

いきます。また、以前は、専門職種の研修等は、外部研修への参加が中心で多くの職員
の参加が難しい面がありましたが、合併により組織規模が拡大したことで、独自に講師

を招き、スケールメリントを生かした研修の開催が可能となりました。今後もテーマに

応じた研修を開催し、さらなる専門性の向上を目指していきます。
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① 介護事業課研修プログラムヘの参加 (令和元年度プログラム)

【全体研修】

。人権と接遇について

。普通救命講習

・認知症研修                    ,
・交通安全研修

【リスクマネジメント研修】

・個人情報保護について

。高齢者施設の豪雨・洪水・竜巻災害姑策
。事例から学ぶ管理者の事故対応

・訪問介護のジスクマネジメント

・デイサービスのプスクマネジメント

・ケアマネージャーのリスクマネジメント

・事例から学ぶ介護施設の労務管理

【外部研修】

・介護入門講座

。キャヅアアップ研修

。尉人援助の在り方と事例検討の手法

。発達障害の理解

。認知症介護基礎研修

・認知症介護実践者研修

②機能訓練に関する知識向上プログラム

機能訓練指導の専門職の指導 (研修)を定期的に受け、理学療法や作業療法といっ

た専門的視点と知識を看護師や介護職員が学習し、専門職と密接な連携をとれる体

制を整えることでご利用者すべての下肢筋力 (歩行や立位の能力)をはじめとする体

力の維持、向上を目指します。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙 (A4版 )を作成してください。
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3 利用促進等 【審査基準 :条例第4条第1号及び第2号】
(1)施設の利用促進に向けた具体的な取組 (施設の特色を活かした自主事業の展開を含む。)及び

達成目標を提示してください。

【通所介護事業】

利用者から濃ばれる施設の運営を目指し、利用者が安心・安全に在宅で生活できるよ

う―本会のもつ様々な社会資源を提供できるように連携します。また、利用者の新たな
ニーズに対しても社会資源の開発や育成に努めます。

具体的な取り組みとしては、次のとおりです。

・入浴設備の機能を生かし、寝たままの状態でも安心。安全。丁寧な入浴介助脅実施

し、利用者の満足度向上を目指したサービスの提供をすすめます。

・認知症高齢者が,陶域で自分らI′い生活がおくれrる よう、認知症研修を充実させ、積

極的な受け入れを行います。

・理学療法士等を配置し、利用者の自立を促す個別メニューの作成及び心身の状況

に応じた機能訓練の実施により、運動器機能の低下予防、維持 。向上の取り組みを行

つていますが、令和元年に新たに設置したジハビジマシーンを活用し、より効果的な

プログラムの実施を図ります。

・歯科衛生士を配置し、日腔機能が低下している利用者に対し日腔機能向上を目的

として個別に日腔の清潔を指導し、摂食・疎下訓練の指導を行います。
・介護職員の内、介護福祉士が 40%以上の配置を目指し、質の高いサービスを提供
します (サービス体制強化加算 Iの実施)
。地域包括支援センター、居宅介護支援事業所等への定期的な連絡に加え、空き状況

を報告し、利用促進を図ります。

・利用者の在宅生活を支えるサービスとして、医療機関や他の福祉機関、福祉サービ

ス等とのネットワークの構築および強化と本会内の各部門の連携を強化します。
。家族との交流事業を行い事業への理解を深めていただくと共に気軽に介護相談が

できる機会を設けます。

・お花見等季節の行事や施設内の散策の機会を持つ事により、心身の活性化、機能維

持向上に努めます。
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サービス 業

【達成目標】(通所介護事業)

年度 利用者数 積算根拠

令和 2年度 5, 525人
湖北福祉ステーションの位置する湖北圏域は

日常生活圏域で 6番 目に高齢者人日が多いもの
の、65才以上の高齢化率は29%で大きく変動
はなく過去 5年間の伸び率も2.3%が現状で
す。

また、近隣には多くの通所介護事業所があり、

競争の激しい地域ではありますが、実施地域の更

なる拡大や重度利用者や認知症利用者を積極的

に受け入れ、

さらに、ヅハビノマシーンの導入により、利用

者の生活機能の維持向上を更に高める取り組み

を行い幅広い事業展開により、延べ利用者数を指

定期間中、1%の利用増を目指します。

令和 3年度 5, 540人

令和 4年度 5, 555人

令和 5年度 5, 565人

令和 6年度 5, 580人

(2)地域・関係機関・ボランティア等との連携についての考え方や方策を提示してください

本会では、地域のあらゆる人が関わりをもち、身近な生活課題に対応できるよう地域

におけるネットワークを強化するため、地域福祉の担い手としての本会の役割を認識

し事業運営を進めていきます。

地域福祉推進事業においては、社会福祉協議会の機能 (地域福祉コーディネーター・

相談員・ボランティアコーディネーター)やネットワークを活用し、地域。関係機関団

体 (地区社会福祉協議会・民生委員児童委員。ボラン>ィ ア連絡協議会その他地域の福

祉団体)と連携 。協働 し、住民の参画による地域福祉を推進します。

介護事業においては、介護保険などの制度上のサービスと、ボランティアをはじめと

する本会の有する独自のサービスや、地域の医療機関。福祉機関等とのネットワークを

活用し、多くの高齢者が望む住み慣れた家で安心。安全に暮らすことができるように利

営業時間
事業種類 開所日

サービス標供時間
定員

事業所名

8時30分～ 17時 15分
通所介護事業 月～土

9時 20′刀`～ 16時30分
35

・入浴介助加算

“介護職員処遇改善加算 I
・個月11幾育鋼 H練加算こ
う運動器機能向上加算
・通所介護中重度者ケア体制加算

・サービス提供体制強化加算11
・口腔機能向上加算ほのぼの

デイサービス
センター湖北

アンケートを実施し、日曜日・年末年始の開所を検討
必要に応じイ固別にサービス提供時間の延長対応の実施
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用者と介護者を支援します。

具体的な方策として、夏まつり。お花見などのイベントの実施にあたっては、地域の

ボランティア等と連携します。

また、出前講座等の地域からの要望に応じるなど、介護についての専門機関として、

そのノウハウの提供に努めます。

このような取り組みの中で、地域に根づいたサービス実施機関として、住民に対する

介護、福祉活動についての理解の促進を図つていきます。

(3)施設のPRや情報提供など広報活動についての効果的な取組を提示してください。
・本会広報誌 (年 4回市内全戸配布)およびホームページ内において、取り組み行事
の紹介および案内等を行い地域住民の方への周知を行 うとと辛ぅに、講座等の事業の

開催等については報道機関への記事掲載の依頼や自治会回覧での周知を依頼し、広

報活動に努めます。

・介護事業所の広報「ほのぼのだより」を毎月発行し、センターでの取り組みを紹介

し、利用者 。その家族および介護支援事業所などに配布し情報提供に努めます。

・地域包括支援センターや医療機関にチランを配布して宣伝に努めます。
・地域の医療機関や事業所には宣伝を目的にノベルティグンズ (ボ~ルペン・付箋 )
を配布して事業所の周知を図るようにしています。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙 (A4版)を作成してください。
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4 サービス向上等 【審査基準 :条例第4条第 1号及び第2号】
(1)利用者等からのニーズの把握方法を提示してください。

・年 1回利用者アンケー トを実施し、送迎、入浴、食事の嗜好等の意見・要望等を把

握し、利用者のニーズに応じたサービスの質の改善を図ります。
・「連絡帳」により利用者や介護者等からの要望や、在宅での様子を把握しニーズを

取り入れていきます。

・湖北地域介護相談員の派遣事業による相談員からの助言、利用者の声の反映に努

めます。

・地域の赤十宇奉仕団・民生委員児童委員やボランティアを積極的に受入れて、施設

や事業への認知や理解を深めていただくとともに、このような市民の方の意見や感

想を伺うことで更なるサービスの質の向上を図ります。
・本会は、市内で複数の在宅介護事業を展開していますので、介護事業課を中心に法

人内の事業所間情報を共有し、利用者ニーズの把握に努め、サエビス改善を図りま

す。

・本会は、理事・評議員に、地域の福祉関係団体の多数の方の参画をいただいていま

す。また、地域福祉を推進する組織として、民生委員児童委員協議会をはじめ、自治

会やボランティア団体等との関係づくりに力を入れています。こうした方々からの

ご意見もいただき事業者目線でなく、市民目線でサービスの改善を図ります。

(2)利用者等からの苦情等に対する対応について提示してください。

・事業所に苦情相談窓日を設置し、利用者の意見や、要望、苦情を受け止め、サービ

スの改善に努めます。また、苦情対応マニュアルを整備し、迅速かつ適切な対応に

努めます。

①苦情に対する常設の窓日として、相談担当者(所長)を配置する。また、担当者が

不在の時は、基本的な事項については、誰でも対応できるよう体制を整えるととも

に、担当者が責任をもつて対応します。

②苦情があつた場合には、ただちに相談担当者が相手方に連絡を取り、直接訪問す

るなどして、詳しい事情を聞くとともに、当該担当者からも事情を確認します。

③相談担当者が必要であると判断した場合には、事業所内で検討会議を行います。

④検討結果等に基づき必ず翌日までには相手方に相談担当者が連絡を行います。

⑤記録を台帳に保管し再発防止に役立てます。

⑥苦情の内容によっては行政窓口等を紹介します。
・事業所での解決が困難な場合は法人としての苦情解決体制を整備し対応にあたり

ます。また、苦情、要望の裏には利用者のニーズがあります。利用者や家族の方にと
っては、普段お世話になっているという意識の中で、直接事業所に申し出ることに

抵抗のある方もおられます。事業所の窓口に加え法人の窓口体制を置くことで、広

く苦情、要望等を申し出られる体制整備に努めています。

①苦情受付担当者 (旧市町地域ごとに設けたセンター長)を配置します。
②苦情解決責任者 (事務局次長、総務課長、地域福祉課長、介護事業課長、伊香の

里施設長)を配置します。
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③第 3者委員の設置 (福祉施設関係者2名 高度な法律知識を有する者1名 )
④上記体制により、要綱・マニュアルを定め、苦情解決、改善、再発防止にあたり

ます。
・事業所や法人の窓日体制はもとより、県運営適正化委員会、長浜市など他の苦情
窓日機関を契約時の重要事項説明書に記載するなど周知に努めています。
・毎日のミーティングの際に、利用者の声を職員全体で共通理解して対応します。
・本会で行う他のサービスや地域とのネットワークを活かし、そのニーズやクレー

ム等の把握に努め、迅速に対応を行います。

(3)その他サービスの質を維持・向上するための取組について提示してください。

・公の施設であることを念頭におき、常に公正な運営をします。
・法令を遵守し、信頼の堅持に努めます。

・施設の安全を保つため、日頃からの施設管理と環境整備を実施します。
・職員の資質の向上を目指し、内部 。外部研修などへの参加ができるよう環境を整

え、人材育成に努めます。

ギ照]が不足する場合は、同様の書式で別紙 (A4版)を作成してください。
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5 施設の管理運営等 【審査基準 :条例第4条第3号及び第4号】
(1)施設の管理運営における経費節減のための取組について提示してください。

職員全員が常にコス ト意識を持ち、経費節減 。省エネに努めます。具体的な取り組

みは次のとおりです。

・冷暖房設定温度の適正化に努めます。

・昼休みの消灯をはじめ不要部分の蛍光灯の間引き等節電に努めます。
・コピー用紙は両面印刷、裏紙利用等の節約に努めます。
・電灯等の適宜LED化をすすめます。
・職員の適正配置、必要に応じ外部委託等導入し、人件費の適正化を図ります。
・法人全体で物品 (車両、パソコン、記録用紙等)の一括購入、入札・見積もり合
わせ等による適正価格での契約等により経費削減に努めます。
・電算システムの活用、各施設共通事務の管理部門―括処理等の事務事業の効率化

を図ります。
。その他、常にコス ト意識を持ち、不要な支出をおさえ、また費用対効果を意識

し、支出管理に努めます。

(2)利用料金の設定及び設定根拠について提示してください。

※この金額は、長浜市福祉ステーション条例の一部改正 (令和元年 10月 1日施行)並びに消費税

率の引上げ (3%→ 10%)を 想定しています。

区分 単位 使用料 利用料金 (案 )

多機能室 1時間 300円 300円

機能回復室 1時間 300円 300円

研修室 1時間 100円 100円

(利用料金の設定根拠)

目的外利用時のみの利用料金のため長浜市福祉ステーション条例と同額 とします。

(3)維持管理業務 (清掃・保守点検コ警備等)の内容、方法、頻度、今後の修繕計画等について提

示してください。

施設の維持管理については、法定点検、仕様に定める各種の保守、点検業務を適切

に実施することはもとより、常に利用者の安全、安心、1医適の視点から施設の保全に

努めます。また、電灯等経年劣化に伴 う故障時などにはLEDに 取り換えるなど施設
を利用される方々に不便をかけることのないように努めます。

分

野

建

築

物

の

維持管理業務 点検等の内容

外観点検 仕上げ材の浮き、ひび

割れ、はがれ、かびの発

生状況を確認

落書き点検 施設内外における落書

点検方法

1回/月 職員 によ り

実施

毎月実施

1回/月 職員 によ り 毎月実施

点検等の

頻度

年間作業

計画
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保

守

管

理

きの有無を確認 実施

防火対象物定

期点検

消防法第 8条の 2の 2

の規定の基づく定期点

検を実施

2回/年 業務委託 3、 9月

に実施

特殊建築物法

定J点検

建築基準法第 12条の

規定に基づく定期点検

を実施

3年 以
内毎

業務委託

律

築

設

備

等

の

保

守

管

理

自家用電気T
作物保安管理

自家用電気工作物の保

守〕煮検

1回 /月 業務委託 毎月実施

空調設備保守

点検

吸収式冷温水機、伶去,

塔、冷温水ポンプ、それ

らの自動制御機器の保

守サ点検

4回 /年 業務委託 年 4回 実

施

消防設備保守

点検

自動火災報知設備 。屋

内外消火栓設備・非常

用放送設備等の外観点

検・機能′点検。総合,点検

2回/年 業務委託 3、 9月

に実施

電灯設備点検 電灯設備の点検、電球

等の交換

随時 職員により

実施

※高所。配電

機器 につい

ては業者委

託

随時実施

灯油地下タン

ク保守点検

地下タンク及び埋設配

管の気密検査

1回/年 委託業者 1回/年

備

ロ
口口

等

の

保

守

管

理

備品の保守管

理

備品台帳の管理、備品

の保守管理

随時 職員に よ り

実施

随時実施

消耗品の管理

等

消耗品の購入、管理、補

給、交換等

随時 職員 に よ り

実施

随時実施

車両の自主点

検

車検に加えて、全車両

について自主点検を実

施

1回/月 職員 に よ り

実施

毎月実施

植

栽

植え込みの剪

定作業

植え込みの剪定作業 2回/年 業者委託
職員実施

夏季に実

施

春 。秋対
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の

維

持

管

理

応

除草作業 敷地内の樹木、植え込

み、芝生における除草

作業

6回/年 職員等によ
り実施

ボ ラ ンテ ィ

ア

冬季外随

時実施

その他の植栽

の維持管理

敷地内の樹木、植え込

み、芝生における施肥、

殺虫剤の散布等

随時 職員等 によ

り実施

随時実施

清

掃

作

業

等

施設内定期清

掃

床面掃除機がけ 随時 職員により

実施

業者請負

随時

毎週 1回

床面モップ拭き 随時 職員により

実施

毎日実施

ガラス磨き上げ 随時

1回/年

職員等実施

業者請負

随時

床面ワンクスがけ 1回/年 業者請負 12月 実施

トイレの清掃 床面モップ拭き、便器・

洗面台清掃、鏡磨き上

げ、汚物処理、トイレン

トペーパー補給、 ドア
拭き掃除

1回/日 職員により

実施

業者請負

毎日実施

毎週 1回

玄関の清掃 玄関周辺の掃き掃除、

自動 ドアのガラス磨き

上げ

1回/日 職員により

実施

業者請負

随時実施

毎週 1回

ホールの清掃 イス・テーブルの清掃 随時 職員 によ り

実施

毎日実施

その他施設内

外の清掃

その他の施設内外の清

掃

随時 職員等によ

り実施

随時実施

害虫駆除 施設内全館の消毒 。生

息調査・外周廻 りの消

毒

1回/年 委託業務委

託

年 1回実

施

感染症対策

衛生管理

特殊浴槽・介護用品の

消毒

イス・テーブル・

手す りの消毒

1回/日 職員によ り

実施

毎日実施

従事者の健康診断の推 それぞれ 医療機 関に 夏季およ
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進 1回/年 よ る び採用時

従業者の予防接種の推

進

それぞれ

1回/年
医療機 関に

よる

流行期前

配膳に関わるデイサー

ビス職員の検便

1回/月 検査機関 毎月実施

マスク 。使い捨て手袋

の使用

消毒剤の携行

随時 職員により

実施

随時実施

保

安

警

備

業

務

保安警備業務 開館時における事故・

犯罪・災害の予防、日常

の巡回、監視

1回/日 職員により

実施

毎日実施

機械警備 閉館時における機械警

備による事故・犯罪・災

害の予防

随時 業者委託 閉館時

※火災警

報 1こ つ い

ては常時

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙 (A4版)を作成してください。
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6 その他 【審査基準 :条例第4条第4号】
(1)利用者の個人情報を保護するための取組を提示してください。

指定管理者募集要項による「長浜市個人情報保護条例」を遵守するとともに、本会

が規定する「社会福祉法人長浜市社会福祉協議会個人情報保護規程」を遵守し、個人

情報保護に努めます。具体的な取り組みとしては、次のとおりです。
・個人情報のデーターベースはパソコン等においてはパスワー ドによリデータの保

護、紙媒体においてはキャビネットによる保管により適正な管理に努めます。
・本会管理施設間の情報ネットラーク (vPN)環境を整備しており、介護保険シス

テムサーバー、文書ファイルサーバー等において情報管理を行い、セキュジティ対

策を行います。

・個人情報保護に関する職員の研修の実施により、職員の守秘義務の徹底を図りま

す。

・警備保障委託により、夜間、休日の警備を行います。

(2)施設の管理運営における環境に配慮した取組を提示してください。

職員全員が常に環境に配慮するように努めます。具体的な取 り組みは次のとお りで

す。

・車両の購入時には、低公害車両を導入するように努めます。
・ジサイクルマークのある製品やジサイクルが可能な製品の購入に努めます。
・ゴミを少なくする取り組みやゴミの分別を確実に行います。 (ペ ットボトルキャ

ンプ・プル トップ等の収集)

・通勤時・勤務中のエコドライブを心がけます。
・冷暖房温度の適正な設定や示要な電灯の間引きなど消費電力削減に努め、C02排

出量を削減します。

(3)防災、防犯その他緊急時 (災害・事故等)の対応及び危機管理体制について提示してください。

防災 。防犯等危機管理については、消防計画作成をはじめ関係法令を遵守するとと

もに、災害時の職員参集や、万が一の施設内の事故への対応等について、各種マニュ

アルの整備をしてお り、その徹底を図り、事故防止、事故対応等に備えていきます。

また、本会は多くの複数類似施設の管理を行っていますので、各施設での維持管理

等のイレギュラーな事象への対応、事故報告、ヒヤリハント報告、再発防止の対策等

を、法人全体で共有し、各施設の施設管理能力向上に努め、問題が発生する前に未然

に対応を図ることを重視し施設管理業務を行っていきます。
。消防計画 (防火管理者、自衛消防隊の設置、避難訓練・消火訓繰等の実施 )
。AED(自 動体外式除細動器)の設置と、救急救命講習の実施
・警備保障業務委託
。災害対応マニュアル (緊急連絡体制、職員参集基準、救援本部体制等)の整備
。本会の取り組みとしてのBCP(事 業継続計画)に則り、災害時の対応及び福祉
避難所の開設とサービス事業の早期復 1口に努めます。
。事業所所長から連絡に応 じ、総務課、介護事業課をはじめ関係部署職員が連携し
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事態収拾にあたります。さらに、気象等の自然災害に対しては日頃からの情報収集

や関係機関と連携により、事態に応じて事業の体止 。中止を的確に判断し未然に危

機を回避するように努めます。

・利用者の容態急変等の緊急事態に備え対応マニュアルを整備し、・速やかに消防、

医療機関と連携を取り、迅速な対応を図ります。
・送迎時は携帯電話を常備し、緊急時の連絡を迅速に行えるようにします。
・車両事故防上のための取り組み (車両」点検の実施、運行日記の記録、夜間の蛍光
ベストの着用、送迎前のアルコール検知器測定)を実施します。
・感染予防の取り組みに努めます。 (検便の実施、タオルや浴槽の消毒、手洗い、

うがいの励行、感染予防の研修参加、職員のインフルエンザ接種に対する補助の実

施)
。衛生管理に努めます。 (害虫駆除、来所者を含めてアルコール手洗い励行、セン

ター内外の清掃等)

・介護事業の実施にあたり各種マニュアルを整備し、転倒、誤疎、誤飲などのジス

クに備え、事故等の防止、発生時の迅速な対応に努めます。 l丹呼紙 1参照  「各種
事業マニュアルー覧」)

(4)同様・類似の業務の実績等があれば、記入してください。

●指定管理施設管理実績 (平成 31年 4月 1日 現在 )

○東都福祉ステーション

・高齢者福祉センター事業

・通所介護事業

,老人介護支援センター事業

O北都福祉ステーション

・高齢者福祉センター事業

・通所介護事業

・訪問介護事業

・訪間入浴介護事業

。地域包括支援センター事業

○浅井福祉ステーション

・通所介護事業

Oびわ福祉ステーション

・通所介護事業

O湖北福祉ステーション
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)

・通所介護事業

・居宅介護支援事業

O高月福祉ステーション

・高齢者福祉センター事業

・通所介護事業

・訪間介護事業

。地域包括支援センター事業

O木之本福祉ステーション

・高齢者福祉センター事業

・通所介護事業

O西浅井福祉ステーション

・通所介護事業

・認知症対応型通所介護事業

・訪問介護事業

・居宅介護支援事業

0施設管理業務実績 (平成 31年 4月 1日 現在)
上記、指定管理施設 8施設のほか
。浅井福祉センター所有施設]

・びわ高齢者福祉センター〔賃貸借施設]

。ひなたばっこ (小規模多機能型居宅介護事業)

・虎姫生きがいセンター「使用許可」

。余呉高齢者福祉センター「管理委託」

・伊香の里所 有施設]

(木之本)断有施設]

0指定管理施設以外での介護事業実績 (平成 31年 4月 1日 現在)
・通所介護事業        2か 所

虎姫生きがいセンター lイ吏用許可]

伊香の里[所有施設]

。訪問介護事業        2カ 所

浅井福祉センター〔所有施設]

伊香の里[所有施設]

・小規模多機能型居宅介護事業 1か所

)
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ひなたばっこ (本之本)[所有施設]
・特別養護老人ホーム事業 1か所

。老人短期入所事業

伊香の里 「所有施設」

1か所

伊香の里「所有施設」

1か所

伊香の里「所有施設」

1か所

伊香の里 「所有施設」

とか所

虎姫生きがいセンター艇用許可]

・軽費老人ホーム事業

・特定旅客自動車運送事業

。地域包括支援センター事業

●地域福祉推進業務実績 (平成 31年 4月 1日 現在)
・地域福祉課 (南部担当)  長操市社会福祉センター蹟貸借施設]
・地域福祉課 (北部担当)  木之本福祉ステーション陥定管理施設]
・地域窓日      7か 所

※主な業務は、「様式 5号」に記載

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙 (A4版)を作成してください。
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7 自由提案 【審査基準 :条例第 4条第 2号及び第 5号】
その他施設の管理運営業務を効果的・効率的に推進していくために提案したいこと、貴団体の独自

性やアピールしたいことがあれば、記入してください。(例 :女性・若者の参画、資材等の地元調達な

ど)

本会は、平成 31年 4月 に第 2期長浜市地域福祉活動計画を策定し、その基本理念で
ある「地域の絆で ともに育み支えあい 安心して暮らせるまち 長浜」の実現を目指
し、地域に根ざした福祉事業など多種多様なサービスを提供しています。そういったそ
れぞれのサービスが基本理念のもと連携することで住み慣れた地域で安心・安全に暮
らしたいという市民の思いを実現できる唯―の民間団体です。

今後さらに高齢化が進み、高齢者世帯等の福祉ニーズが高まる中、当該施設を重要な

事業拠点として、地域福祉と一体となって支援できる体制を構築していきます。そし

て、地域に必要不可欠な存在となるように創意工夫と努力を惜しまず重ねていきます。

そういつた事業として、本会の実施している10ヵ 所のデイサービスセンターでは頭と

身体の生活機能の維持向上を更に高めることができるサービスを各センターで行つて

おります。また、長浜市内の高齢者を対象に、トレーニングマシーンによる運動の場所

として “こほく健康づくり広場"を提供しています。これにより、健康作りや健康増
進、高齢者の活動や社会参加などを促すなど閉じこもりや加齢による身体機能・能力の

低下を防止に努めており、今後も糸匹続して実施していきます。

最後に、本会におきましてこれまで培つてきた、地域住民。各種団体との連携による
地域福祉活動や、介護保険制度発足より展開してきた介護サービスの実績を活かしつ
つ、地域包括ケアシステムの一翼を担うべく、湖北福祉ステーションを積極的に活用し
その運営業務を果たすことができます。

欄が不足する場合は、同様の書式で別紙 (A4版)を作成してください。

審査基準で示す条例は、「長浜市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例」のことです。
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別紙 1【様式2 6(3)】

各種事業マニュアルー覧

【通所介護事業】

1.

2.

3,

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10。

11,

12.

13.

14.

15,

16.

17.

18.

19.

急変時 。事故発生時対応マニュアル

医療機関との連携手順

事故発生時対応手順

送迎手順

事故防止マニュアル

利用開始時の契約手順

清拭・入浴介助手順

排泄介助手)贋

食事介助手l贋

服薬管理手l贋

レクリエーション・クラブ活動実施手順

認知症利用者へのケアガイドライン

身体拘束廃止へのガイドライン

相談対応手)原

プライバシー保護に関するガイドライン

健康管理マニュアル

送迎マニュアル

レジオネラ症防止マニュアル

が癬感染対策マニュアル
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様式第 3号

【デイサービスセンター (通所介護事業)】

1 収入

2 支出

収支計画書 (総括表 )

(単位 :千円)

(単位 :千円)

Ю
ψ

合計

0

324,313

0

324,313

0

324,313

令和 6年度

0

66,160

0

66,160

0

66,160

令和 5年度

0

65,505

0

65,505

0

65,505

令和 4年度

0

64,856

0

64,856

0

64,856

令和 3年度

0

64,214

0

64,21途

O

64,214

令和 2年度

0

63,578

O

63,578

0

63,578

科 目

指定管理料

利用料金収入

その他の収入

小計 (指定管理業務)

自主事業収入

合計

合計

211,436

27,800

2,100

73,648

314,979

0

314,979

令和 6年度

43,133

5,560

420

14,961

64,074

0

64,074

令和 5年度

42,705

5,560

420

14,844

63,529

0

63,529

令和 4年度

42,288

5,560

420

14,727

62,990

0

62,990

令和 3年度

41,865

5,560

420

14,612

62,457

0

62,457

令和 2年度

41,450

5,560

420

14,499

61,929

0

61,929

科 目

人件費

維持管理費

修繕費

その他の支出

小計 (指定管理業務)

自主事業費

合計



様式第 3号の 2
収支計画書 (年度別内訳表 )

デイサービスセンター

1 収入

2

単位 :千円)

千円)

年 度 石 4月 1日 ～ 31日2 2 3 3

科 目 金額 積算根拠等
指定管理料 0
利用料金収入 63,578 介護報酬収入、利用者負担金収入
その他事業収入 0

0

0

0

そ

の
他

計 0
小計 (指定管理業務 ) 63,578
自主事業収入 0
合計 63,578

科 目 金額 積算根拠等
職員給料 18,987 正規職員、嘱託職員 給与、諸手当
職員貿与 4,357

=規
職員、嘱託職員 賞与

非常勤職員給与 10,535 パー ト職員給与
派遣職員費 2,891
法定福利費 4,680 社会保険料事業主負担分

人
件
費

計 41,450
消耗品費 0
水道光熱費 3,642 電気、ガス、上下水道
燃料費 1,287 灯油
業務委託費 631 警備保障、清掃、衛生害虫防除、自動 ドア点検等

維
持
管

理
費 計 5,560
修繕費 420 施設および施設備品等修繕費
給食費支出 3,902 利用者給食代
消耗器具備品費支出 573 事務消耗品、事業消耗品
保険料支出 343 事業者保険、自動車保険
賃借料支出 786 車輛 ノース、事業備品リース
車輌費支出 106 車輛整備費等
車輛燃料費支出 601 ガゾリン、軽油代
諸謗寸金支出 0
印刷製本費支出 0
通信運搬費支出 199 固定電話、携帯電話、郵送代等
委託費支出 0

保守料支出 210 業務ゾフト保守
手数料支出 O 各種手数料
租税公課支出 25 車輌重量税
福利厚生費支出 221 健康診断、予防接種、ユ ニ フォー ム
旅費交通費支出 15 研修旅費
研修研究費支出 4 研修費
負担金支出 1,272
繰入金支出 6,242 法人運営及び介護事業管理分
雑費 0

そ

の
他

計 14,499
合計 61,929

30



様式第 3号の 2
収支計画書 (年度別内訳表)

年 度 8年度 (令和 3年 4月 1日 4 3月 31日
デイサービスセンター

1 千 円

(単位 :千円)2

科 目 金額 積算根拠等
0

64,214 介護報酬収入、利用者負担金収入
その他事業収入 0

0

0

0

そ

の
他

計
′ 1指定管理業務 ) 64,214
自主事業収入 0
合計 64,214

科 目 金額 積算根拠等
職員給料 19,177 正規職員、口属託職員 給与、諸手当
職員賞与 4,401 正規職員、嘱託職員 賞与
非常勤職員給与 10,640 パ▼ 卜職員給与
派遣職員費 2,920
法定福利費 4,727 社会保険料事業主負担分

人
件
費

計 41,865
消耗品費 0
水道光熱費 3,642 電気、ガス、上下水道
燃料費 1,287 灯油
業務委託費 631 警備保障、清掃、衛生害虫防除、自動 ドア点検等

維
持
管
理
費 計 5,560

420 施設および施設備品等修繕費
給食費支出 3,941 利用者給食代
消耗器具備品費支出 573 事務消耗品、事業消耗品
保険料支出 343 事業者保険、自動車保険
賃借料支出 786 車輌 リース、事業備品リース
車輌費支出 106 車輌整備費等
車輌燃料費支出 601 ガノリン、軽油代
諸謝金支出 0

印刷製本費支出 0
通信運搬費支出 199 固定電話、携帯電話、郵送代等
委託費支出 0

保守料支出 210 業務ソフ ト録守
手数料支出 0 各種手数料
租税公課支出 25 車輌重量税
福利厚生費支出 221 健康診断、予防接種、ユニフォーム
旅費交通費支出 15 研修旅費
研修研究費支出 4 研修費
負担金支出 1,284
繰入金支出 6,304 法人運営及び介護事業管理分
権費 O

そ

の
他

14,612
合 計 62,457
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様式第 3号の 2
収支計画書 (年度別内訳表 )

年 4 4 4月 1日 5 3 31日

1

イサービスセンター

2 支出 (単位 :千円)

科 目 金額 積算根拠等
指定管理料 0
討J用料金収入 64,856 介護報酬収入、利用者負担金収入
その他事業収入 0

0
0

0

そ

の
他

計 O
小計 (指定管理業務) 64,856
自主事業収入 0

合計 64,856

科 目 金額 積算本1支拠等

人
件

費

職員給料 19,369 正規職員、嘱託職員 給与、諸手当
職員賞与 4,445 正規職員、嘱託職員 賞与
非常勤職員給与 10,746 パー ト職員給与
派遣職 勲費 2,949
法定福利費 4,774 社会保険料事業主負担分
計 42,288

維
持

管
理

費

消耗品 :驚 0
水道光熱費 3,642 電気、ガス、上下水道
燃料費 1,287 灯油
業務委託費 631 警備保障、清掃、衛生害虫防除、自動 ドア点検等
計 5,560

修繕費 420 施設および施設備品等修繕費

そ
の

他

給食費支出 3,980 利用者給食代
消耗器具備品費支出 573 事務消耗品、事業消耗品
保険料支出 343 事業者保険、自動車保険
賃借料支出 786 車輌リース、事業備品ジース
車輌費支出 106 車輛整備費等

出 601 ガゾリン、軽油代
諸謝金支出 0

0

通信運搬費支出 199 固定電話、携帯電話、郵送代等
委託費支出 0

保守料支出 210 業務ゾフト保守
手数料支出 0 各種手数料
租税公課支出 25 車輌重量税
福利厚生費支出 221 健康診断、予防接種、ユニフォーム
旅費交通費支出 15 研修旅費
研修研究費支出 4 研修費
負担金支出 1,297

出 6,367 法人運営及び介護事業管理分
雑費 O

計 14,727
合計 62,990
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様式第 3号の 2
収支計画書 (年度月ば内訳表)

デイサービスセンター

1

2

起 )クト護 争 乗
瞬 度 令和 5年度 (令和 5年 4月 1日 ～令和 6年 3月 31日 )

科 目 金額 積算根拠等
指定管理料 0
利用料金収入 65,505 介護報酬収入、利用者負担金収入
その他事業収入 0

0

0

0

そ
め

他

計 0
小計 (指定管理業務 ) 65,505
自主事業収入 0
合 計 65,505

千

科 目 金額 積算根拠等
職員給料 19,563 正規職員、嘱託職員 給与、諸手当
職員買与 4,489 正規職員、嘱託職員 賞与
非常勤職員給与 10,853 パー ト職員給与
派遣職員費 2,978
法定福利費 4,822 社会保険料事業主負担分

人
件
費

計 42,705
消耗品費 0
水道光熱費 3,642 電気、ガス、上下水道
燃料費 1,287 灯油
業務委託費 631 警備保障、清掃、衛生害虫防除、自動 ドア点検等

維
持
管
理
費 計 5,560
修繕費 420 施設および施設備品等修繕費
給食費支出 4,020 利用者給食代
消耗器具備品費支出 573 事務消耗品、事業消耗品
保険料支出 343 事業者保険、自動車保険
賃借料支出 786 車輌 リース、事業備品リース
車輌費支出 106 車輌整備費等
車輌燃料費支出 601 ガゾリン、軽油代
諸訪寸金支出 0

印帰J製本費支出 0

通信運搬費支出 199 固定電話、携帯電話、郵送代等
委託費支出 0

保守料支出 210 業務ノフ ト保守
手数料支出 0 各種手数料
租税公課支出 25 車輌重量税
福利厚生費支出 221 健康診断、予防接種、ユニフォ― ム
旅費交通費支出 15 研修旅費
研修研究費支出 4 研修費
負担金支出 1,310
繰入金支出 6,481 法人運営及び介護事業管理分
雑費 0

そ

の
他

計 14,844
合計 63,529
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様式第 3号の 2

イサービスセンター (

1 収入

2支

収支計画書 (年度別内訳表 )

年 6 6年 4 1日 ～ 7 年 3 31日

科 目 金額

0
利用料金収入 66,160 収入 担金収入
その他事業収入 0

0

0

0

そ

の
他

0
′ 66,160
自主事業収入 0
合計 66,160

科 目 金額 積算根孤軍
~~~~~~~~

職員給料 19,759 正菱墜雙垂 嘱託職員 給与、諸手当
職員賞与 4,534 与

給 10,962 パ‐―ト
3,008

法 4,870 社会保険料事業主負担分          ~

人
件
費

43,133
庫
印 0

水道光熱費 3,642 ガス、上電気
燃料費 1,287

自動 ドア点検等害虫防

灯

障業務委託費 631

維
持
管

理
費 計 5,560

420 施設および施設備品等修繕費
給食費支出 4,060
消耗器具備品費支出 573 耗品事 ロ

日同

保険料支出 343 事業者保瞼、自動車保腐
賃借料支出 ′/86 ― ス 、 ― ス

口
口口

車 lH面費支出 106
601 ガゾリン 油代

出 0
出 0
出 199 固定電話、携帯電話、郵送代等

出 0
出 210 業務ノフト保守

0 各種手数料
租税公課支出 25 量税
福利厚生費支出 221 、ユ ニ フォー ム健康診

出 15 研修旅費
出 4

勲担金支出 1,323
繰入金支出 6,495 法人 び介護

0

そ

の
他

14,961
64,074
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様式第 3号

【居宅介護支援事業】

1 収入

2 支出

収支計画書 (総括表)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

ω
り

合計

0

442,987

18,843

461,880

0

461,830

令和 6年度

0

90,369

3,843

94,212

0

94,1212

令和 5年度

0

89,474

3,805

93,280

0

98,280

令和 4年度

0

88,589

3,768

92,357

0

92,357

令和 3年度

0

87,711

3,731

91,443

0

91,443

令和 2年度

0

86,843

8,695

90,538

0

90,538

科 目

指定管理料

利用料金収入

その他の収入

小計 (指定管理業務)

自主事業収入

合計

合計

359,143

6,535

250

102,485

468,413

0

468,413

令和 6年度

73,266

1,307

50

20,725

95,348

0

95,348

令和 5年度

72,540

1,307

50

20,610

94,507

0

94,507

令和 4年度

71,822

1,307

50

20,496

93,675

0

93,675

令和 3年度

71,110

1,307

50

20,383

92,850

0

92,850

令和 2年度

70,405

1,307

50

20,271

92,033

0

92,033

科 目

人件費

維持管理費

修繕費

その他の支出

小計 (指定管理業務 )

自主事業費

合計



様式第 3号の 2
収支計画書 (年度別内訳表 )

年 1日2 2 4 3年 3 31日

1 収入

2 支出

科 目 金額 積算根拠等
0

利用料金収入 86,843 介護報酬収入
その他事業収入 3,643 市受託金収入

0

0

雑収入 52

そ

の
他

計 3,695
小計 (指定管理業務) 90,538
自主事業収入 0
合計 90,538

千円)
科 目 金額 積算根拠等

職員給料 47,182 正規職員 嘱託職員 給与、諸手当
職員貿与 13,553 正規職員、日届託職員 賞与
非常勤職 t給与 0 パー ト職員給与
法定福利費 9,670 社会保険料事業主負担分

0

人
件
費

計 70,405
消耗品費 0
水道光熱費 883 ガス、上下水道電気

燃料賢 186 灯油
業務委託 : 388 警備保障、清掃、衛生害虫防除、自動 ドア点検等

維
持
管

理
費 計 1,307
修繕費 50 施設および施設備品等修繕費
給食費支出 0
消耗器具備品費支出 798 事務消耗品、事業消耗品
保険料支出 768 事業者保険、自動車保険
賃借料支出 1,288 車輌リース、事業備品ジース

出 1,216 車輌整備費等
車輌燃料費支出 1,377 ガノリン代
諸謝金支出 3

出 0
通信運搬費支出 1,690 固定電話、携帯電話、郵送代等
委託費支出 0
保守料支出 1,026 業務ノフト保守
手数料支出 42 各種手数料
租税公課支出 45 車輌重量税
福利厚生費支出 278 健康診断、予防接種、ユニフォーム
旅費交通費支出 176 研修旅費

1支出 368 研修費
負担金支出 0
繰入金支出 11,196 法人運営及び介護事業管理分
雑費 0

そ

の
他

計 20,271
合計 92,033
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様式第 3号の 2
収支計画書 (年度別内訳表)

【居

1 収入

2 支出

年 度 令和 3年度 (令和 3年 4月 1日 ～令和 44 3月 31日

科 目 金額 積算根拠等
指定管理料 0

利用料金収入 87,711 介護報酉州収入
その他事業収入 3,679 市受託金収入

0

0
雑収入 52

そ

の
他

計 3,731
小計 (指定管理業務) 91,443
自主事業収入 0
合計 91,443

千円)

(単位 :千円)
科 目 金額 積算根拠等

人
件

費

職員給料 47,654 正規職員、嘱
職員賞与 13,689 1員、嘱託職員 賞与

0 パ
=卜
職員給与

法定福利費 9,767 社会保険料事業
0

計 71,110

維
持

管
理

費

消耗品費 0
水道光熱費 833 電気 ス 上

燃料費 186 灯 油
業務委託費 338 警備保障、清掃、衛生害虫防除、自動 ドアJ点検等
計 1,307

修繕費 50 施設および施設備品等修繕費

そ
の

他

出 0
消耗器具備品費支出 798 事務消耗品、 V肖

口
H日

保険料支出 768 事
賃借料支出 1,288 ジース、事業備品リース
車輌費支出 1,216 車輌整備費等
車輌燃料費支出 1,377 ガノリン代
諸訪す金支出 3

印刷製本費支出
通信運搬費支出 1,690 固 郵送代等

出

保守料支出 1,026 業務ソフ ト
手数料支出 42

租税公課支出 45 車輌重量税
福利厚生費支出 278 健康診 予 ユ ニ フォー ム

旅費交通費支出 176
研修研究費支出 868 研修費
負担金支出 0

繰入金支出 1土 ,308 法人運
雑費 0
計 20,383

合 計 92,850
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様式第 3号の2
収支計画書 (年度別内訳表 )

年 度 令和 4年度 (令和 44 4月 1日 31日5 3

1 収入 (単位 :千円)

千 円

科 目 金額 積算根拠等
指定管理料 0
利用料金収入 88,589 介護報酬収入

そ
の

他

その他事業収入 3,716 市受託金収入
0

0

雑収入 52

計 3,768
小計 (指定管理業務 ) 92,357
自主事業収入 0
合計 92,357

2

科 目 金額 積算根拠等
職員給料 48,131 正規職員、嘱託職員 給与、諸手当
職員貿与 13,826 正規職員、嘱託職員 賞与
非常勤職員給与 0 パー ト職員給与
法定福利費 9,865 負

0

人
件
費

計 71,822
消耗品費 0
水道光熱費 833 電気、ガス、上下水道
燃料費 136 灯油
業務委託費 338 警備保障、清掃、衛生害虫防除、自動 ドア

維
持
管

理
費 計 1,307

50 れ設および施設備品等修繕費
合食費支出 0
消耗器具備品費支出 798 事務消耗品、事業消耗品
保険料支出 768
賃借料支出 1,288 ― ス

自
口
印

] ― ス

車輌費支出 1,216 車輌整備費等
車輌燃料費支出 1,377 ガノリン代
諸謝金支出 3

印昂1製本費支出
通信運枡又
に
費支出 1,690 固定電話、携帯電話、郵送代等

委託費支出

保守料支出 1,026 業務ゾフト保守
手数料支出 42 各種手数料
租税公課支出 45 車輌重量税
福利厚生費支出 278 健康診断、予防接種、ユニフォーム
旅費交通費支出 176 研修旅費
研修研究費支出 868 研修費
負担金支出 0
繰入金支出 11,421 法人運営及び介護事業管理分
雑費 O

そ

の
他

計 20,496
合計 93,675
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【居宅

1 収入

2 出

年 度 ∠
f!〉  ; 5 和 5年 4 1日 6 3 31日

科 目 金額 積算根拠等
指定管理料 0

利用料金収入 89,474 介護報酬収入
その他事業収入 3,753 市受託金収入

0

0
雑収入 52

そ
の
他

計 3,805
′Jヽ (キ旨 93,280
自主事業収入 0

合計 93,280

:千円)

科 目 金額 積算根拠等
職員給料 48,612 正規職員、嘱託職員 給与、諸手当
職員賞与 13,964 正規職員、日届託職員 賞与
非常勃職員給与 0 rく― 卜職員給与
法定福利費 9,964 社会保険料事業主負担分

0

人
件
費

計 72,540
消耗品費 0
水道光熱費 833‐ 電気、ガス、上下水道
燃料費 136 灯油
業務委託費 338 警備保障、清掃、衛生害虫防除、自動 ドア点検等

維
持
管
理
費 計 1,307
修繕費 50 施設および施設備品等修繕費
給食費支出 0
消耗器具備品費支出 798 事務消耗品、事業消耗品
保険料支出 768 事業者保険、自動車録険
賃借料支出 1,288 車輌 リース、事業備品リース
車輌費支出 1,216 車輌整備費等
車輌燃料費支出 1,377 ガノリン代
諸謝金支出 3

印昂1製本費支出
通信運搬費支出 1,690 固定電話、携帯電話、郵送代等
委託費支出

保守料支出 1,026 業務ソフト保守
手数料支出 42 各種手数料
租税公課支出 45 車輌重量税
福利厚生費支出 278 ユ ニ フォー ム健康診断、
旅費交通費支出 176 研修旅費
研修研究費支出 368 研修費
負担金支出 O

果入金支出 11,535 法人運営及び介護事業管理分
雑費 0

そ
の
他

計 20,610
合計 94,507
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6 6 4月 1日 7 3 31日

1

2 出

科 目 金額 積算根拠等
指定管理料 0
利用料金収入 90,369 介護報酬収入
その他事業収入 3,791 市受託金収入

0

0
雑収入 52

そ

の
他

計 3,843
小計 (指定管理業務 ) 94,212
自主事業収人 0
合計 94,212

(単位 :千円)
科 目 金額 積算根拠等

職員給料 49,098 嘱 与 手

職員賞与 14,104 正規職員、嘱託職 肇 賞与
非常勤職員給与 0 パー ト 与

法定福利費 10,064 主負担分
0

人
件
費

計 73,266
消耗品費 0
水道光熱費 833 電気、ガス、上下水道
燃料費 136 庫油
業務委託費 338 害虫防除、自動 ドア点検等

維
持
管

理
費 計 1,307
修繕費 50 施設およ ロ

ロロ

給食費支出 O
消耗器具備品費支出 798 日

田

保険料支出 768 事業者保瞼、自動車保瞼
賃借料支出 1,288 車輌リース、事業り言品リース
車輌費支出 1,216
車輌燃料費支出 1,377 ガノリン代
諸謝金支出 3

印刷製本費支出

通信運搬費支出 1,690 定電話、
委託費支出

保守料支出 1,026 ゾフト
手数料支出 42 各種手数料
租税公課支出 45

福利厚生費支出 278 、予防接種、ユニフォーム
旅費交通費支出 研修旅費
研修研究費支出

負担金支出 0

繰入金支出 11,650 営及

雑費 0

そ

の
他

計 20,725
合計 95,348
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